
                                              　　　　　事　　務　　連　　　絡
                                              　　　　　平成２１年１０月３０日
各都道府県　障害保健福祉主管課（室）御中                                       
     （福祉・介護人材の処遇改善事業助成金事務担当）                   
                                         　　厚生労働省社会・援護局            
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 障害保健福祉部企画課        
     福祉・介護人材の処遇改善事業助成金支払事務に関するＱ＆Ａ（４）について      
　平素より障害保健福祉の推進にご尽力賜り誠にありがとうございます。             
　さて、福祉・介護人材の処遇改善事業助成金の支払事務に関するＱ＆Ａ（３）については、既に平成２１年１０月２１日付けにより各都道府県あてお知らせしたところですが、その後、当該Ｑ＆Ａに関する具体の事務処理に関してご質問があり、今般別添のとおり

eq \o\ad(Ｑ＆Ａ（４）として送付いたしますので、事務処理の際に参考としていただきますよう,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 )Ｑ＆Ａ（４）として送付いたしますので、事務処理の際に参考としていただきますようよろしくお願いいたします。
　なお、Ｑ＆Ａ（３）でお知らせした支払方法は、あくまで特例により遡及支払いを行う　                                                                           
事業者に対するものであり、通常の期限どおりに申請し承認を受けた事業者への支払いは、報酬と同様にサービス提供月の翌々月に行われることとなります。このため、特に国保連合会より支払いが行われるものについては、期限どおりに申請し承認を受けた事業者に係る事業所異動情報の登録事務を原則翌月３日までに行うことが必須（当該事務が行われない場合、請求事業者等各方面に影響が生じることとなります。）となりますので、各都道府県におかれては、当該登録事務に関して遺漏なきようよろしくお願いいたします。
	（照会先）
　厚生労働省社会･援護局障害保健福祉部企画課　   　課長補佐　　  長谷部　
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○助成金支払事務に関する要領に係るＱ＆Ａ（４）
	（問１）平成２１年１０月２０日付け事務連絡により示された特例として遡って助成金を支給する際の支払方法（Ｑ＆Ａ（３））に関して、（答）の①に示された方式で支払う場合、都道府県において助成金額の確認のために、事業者へ添付を求める報酬総額に関する書類はどのようなものが適当か。


  （答） 
    　　Ｑ＆Ａ（３）においては、特例として遡って助成金を支給する際、事業者全体におけるサービス種類毎の報酬等総額にサービス種類毎の交付率を乗じて算出する方法で差し支えないこととしている。このため、この際に都道府県において報酬等総額を確認するための書類としては、報酬が国保連合会より支払われるものについては、国保連合会から事業者あて送信される支払決定額内訳書・過誤決定通知書の写し、報酬等が国保連合会より支払われないものについては、報酬等の支払が行われる際に自治体より送付される通知書の写し等が考えられる。
	（問２）平成２１年１０月２０日付け事務連絡により示された特例として遡って助成金を支給する際の支払方法（Ｑ＆Ａ（３））に関して、（答）の①に示された方式で都道府県で遡り支給分を支払う事業者に関しては、国保連合会への事業所異動情報の送信登録の際の異動年月日はどのように行うのか。


  （答）                                                                       
        １２月に申請があり１０月サービス提供分より遡って助成金を支給する場合は、１２月サービス提供分より国保連により支払いが開始されることとなるため、翌月（１月）の原則３日までに国保連合会へ事業所異動情報の登録を行うこととなるが、その場合の異動年月日は、遡った年月日を入力するのではなく、１２月中の月日を入力することとなる。
	（問３）平成２１年１０月２０日付け事務連絡により示された特例として遡って助成金を支給する際の支払方法（Ｑ＆Ａ（３））に関して、（答）の②において、「都道府県は市町村と連携し」とあるが、具体的にはどのような手続きになるのか。


  （答）  
　　　　②の方法については、通常の過誤申し立ての手続きに準じて行われることとなる。よって、事業者が市町村（※障害児施設給付費の場合は、都道府県、政令市等）にその旨を連絡し、国保連合会に過誤申し立てを行うよう依頼することとなる。
なお、②の方法で行う場合、市町村が過誤申立書を提出する月に、事業所からの本体報酬（再請求）と助成金の請求が行われなかった場合、当該月における事業所への支払いが減少する等のことが考えられるため、都道府県において事業所、市町村と十分な連携を行われるよう、注意が必要である。
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